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令和２年３月定例市議会提出議案 

 

令和2年2月25日 市長提案 

第 １ 号 議 案 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

・地方公務員法等の改正による会計年度任用職員制度の導入に伴い、会計年度任用職

員に係る服務の宣誓について、別段の定めにより宣誓書に代えることができるもの

とする。 

第 ２ 号 議 案 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

・地方公務員法等の改正による会計年度任用職員制度の導入に伴い、地方公務員災害

補償法の規定に基づき、フルタイム会計年度任用職員等の補償について整備する必

要があるため、公務災害補償の補償基礎額を、同法に規定する平均給与額の例により

実施機関が市長と協議して定める額とする。 

第 ３ 号 議 案 三木市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

・空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき三木市空家等対策計画を策定するこ

とに伴い、法の規定に基づき用語の整理を行うとともに、条例に定める管理不全な状

態にある空家等の所有者等に対する助言、指導等に係る規定を整理する。 

第 ４ 号 議 案 三木市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

・成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に

関する法律の施行による、成年被後見人の権利の適正化を図る趣旨に鑑み、成年被後

見人についてはこれまで一律に印鑑の登録を受けることができないものとしていた

ところを、意思能力を有すると認められる場合は、印鑑の登録を受けることができる

ものとする。 

第 ５ 号 議 案 三木市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について 

・兵庫県の福祉医療費助成事業実施要綱の一部改正に伴い、条ずれの整理等所要の改

正を行う。 

第 ６ 号 議 案 三木市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

・三木山地区地区計画、本町地区計画及びひょうご情報公園都市第１工区地区計画に

ついて、住環境等の保持と確実な計画内容の実現を図るため、当該地区を条例に追加

するとともに、建築基準法に基づく罰則に係る規定を整理する。 



 2

第 ７ 号 議 案 三木市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

・令和 2 年 3 月末に、近年の人口減少推移を考慮した給水人口及び給水量の見直しに

よる水道事業計画の変更を厚生労働省に届け出ることにあわせ、条例に規定する給

水人口を 76,400 人に改めるとともに、１日最大給水量を 33,400 ㎥に改める。 

第 ８ 号 議 案 三木市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

・平成 30 年 11 月の吉川処理区に係る三木市公共下水道事業計画の変更及び 31 年 3 月

の三木市流域関連公共下水道事業計画の変更に伴い、条例に規定する処理区域面積

を 4,670 ヘクタールに改めるとともに、処理人口を 65,250 人に改める。 

第 ９ 号 議 案 市道路線の認定について 

・宅地造成事業に伴い整備された道路を新たに市道路線として認定するに当たり、法

律の定めるところにより議会の議決を求める。 

第 １ ０ 号 議 案 令和２年度三木市一般会計予算 

第 １ １ 号 議 案 令和２年度三木市国民健康保険特別会計予算 

第 １ ２ 号 議 案 令和２年度三木市介護保険特別会計予算 

第 １ ３ 号 議 案 令和２年度三木市後期高齢者医療事業特別会計予算 

第 １ ４ 号 議 案 令和２年度三木市学校給食事業特別会計予算 

第 １ ５ 号 議 案 令和２年度三木市水道事業会計予算 

第 １ ６ 号 議 案 令和２年度三木市下水道事業会計予算 

・第 10 号議案から第 16 号議案の内容は別紙①のとおり。 
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第 １ ７ 号 議 案 令和元年度三木市一般会計補正予算（第４号） 

第 １ ８ 号 議 案 令和元年度三木市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

第 １ ９ 号 議 案 令和元年度三木市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

第 ２ ０ 号 議 案 令和元年度三木市農業共済事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ２ １ 号 議 案 令和元年度三木市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ２ ２ 号 議 案 令和元年度三木市学校給食事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ２ ３ 号 議 案 令和元年度三木市下水道事業会計補正予算（第２号） 

・第 17 号議案から第 23 号議案の内容は別紙②のとおり。 

 


